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衆議院は26日、民主・自民・公明3党の増税談合で合意した「一体改革関連法案・修正案」と「社会保障制度改革推進法案」を採決強行しました
· 衆院での採決結果●　　　　　　以下3法案は記名投票・それ以外は起立採決

社会保障制度改革推進法案　　投票総数462人中賛成378、反対84、棄権18

子ども子育て支援法案　　　　　投票総数462人中賛成377、反対85、棄権18

消費税増税法案　　　　　　　　　投票総数459人中賛成363、反対96。棄権21

消費税増税法案の棄権を含め117人・24％強が反対、という成果は「この間、各界連や社保協が全国でおこなった議員要請行動がボデイブローのように効いた」と大きく評価されています。
舞台は参議院に移ります。3党の暴挙は、このひどい内容が国民に知られる前に通過させようという魂胆の裏返しです。法案の内容を急いで国民に知らせ、大きく反対世論を広げましょう。また、地域から地元選出の参院議員へ働きかけ、切実な実態と反対の声を届けましょう。
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消費税増税法案可決・東北の知事、「評価」「復興に悪影響」と賛否分かれる
　＜河北新報より＞
　衆院本会議での法案可決に対し、東北６県の知事は、消費税増税による安定財源の確保を評価する見方の一方、社会保障議論の先送りへの批判や、被災地に与える悪影響を危惧する声も上がっています。
達増拓也岩手県知事　「日本経済全体が弱まり、震災復興に大きなマイナスになる。(小沢一郎元民主党代表には）民意の力で政治を動かす先頭に立ってほしい」
佐藤雄平福島県知事　「改革を行うには震災や原子力災害の影響、社会情勢を十分に踏まえることが必要。被災地復興を最優先に取り組んでもらいたい」
佐竹敬久秋田県知事　「社会保障のあるべき姿が示されなかった。消費税増税と社会保障の在り方、経済再生の方向性を解散総選挙で国民に問う必要ある」
吉村美栄子山形県知事「低所得者への配慮が盛り込まれた。（景気条項により）景気がある程度回復しなければ増税を止められる点は、一定評価できる」
三村申吾青森県知事　「現時点では社会保障制度の全体像が見えにくい。国民が安心して暮らせる社会の実現に向け、早急に議論を始めてほしい」
村井嘉浩宮城県知事「社会保障費が右肩上がりに増える中、消費税を上げるのはやむをえないが、被災者対策をきちんと行うよう国に配慮を求めていく」
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